
未完の都区制度改革の解決をめざして 
～平成１２年改革で残された５つの課題～ 
 
 平成１２年４月１日、都区制度改革により、２３区は基礎自治体として、都

は広域自治体として、それぞれの責任を果たしつつ､相互に連携して首都東京の

行政を担う新たな関係がスタートしました。 
 
 しかし、この新たな制度の運用にあたり、都区間の財源配分をめぐって、住

民生活にも直結する５つの大きな課題が残されました。これが「主要５課題」

と呼ばれているもので、現在、都区の間で検討会を設置し、今年度中に課題を

解決するために協議を進めています。 
 
 この課題が解決されない限り、２３区は基礎自治体としての責任を果たして

いくことはできません。そこで、このたび、特別区長会では、「主要５課題」が

どのようなもので、どのような方向で解決すべきかを、２３区の立場からわか

りやすくまとめたパンフレットを作成しましたので、ご紹介します。ぜひ、ご

覧ください。 
 
 これからも、区では、区議会とも一致協力して課題の解決に全力をあげて取

り組みますので、区民の皆さまのご理解とご支援をお願いします。 



東 京 ２ ３ 区

  ～平成12年改革で
     　残された５つの課題～

都と２３区の主な仕事と財源は？
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は  じ  め  に 

 平成 12 年４月１日、都区制度改革により、２３区は基礎自治体として、都は広域自治

体として、それぞれの責任を果たしつつ、相互に連携して首都東京の行政を担う新たな

関係がスタートしました。 

 しかし、この新しい制度を運用するための都区協議の中で、都区間の財源配分をめぐ

り、５つの大きな課題が残されました。現在、都区の間で検討会を設置し、今年度中に

課題を解決するために協議を進めています。 

 この冊子は、住民のより良いくらしの実現に向けて都区制度改革を推進するために、

残された課題がどのようなもので、どのような方向で解決すべきかということを、２３

区の立場から整理したものです。 
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   1  都区制度と平成12年改革

◆　都区制度は、どのような制度なの？

   東京２３区の区域では、２３区が他の市町村と同様に住民に身近な事務を行っています。
しかし、この区域は人口が高度に集中する大都市地域であることから、市町村事務の一
部については、２３区ごとに個別に行うのではなく、この区域全体としての行政の一体性・統
一性を確保するために都が行っています（消防・上下水道など）。
   このため、市町村事務のための財源（市町村税）も、都と２３区で分け合っています。

○

このような他の地域にはない特例的な制度を都区制度と呼んでいますが、平成12年以前
には、都区の役割分担と財源配分が曖昧になっているという問題点がありました。
○

◆　平成12年の都区制度改革は、どんな改革だったの？

平成12年に、都区の役割分担を見直したうえで明確化し、これに応じた財源配分を行うこ
とを根幹とした制度改革が行われました。
○

その目的は、２３区が身近な事務を担い、都は広域行政に徹し、それぞれの責任を果たし
つつ、連携して大都市東京における住民サービスの向上に取り組むしくみを確立することに
ありました。

○

改革の根幹
役割分担の明確化と
役割分担に応じた財源配分
の確立

都区の法的位置づけの確立

都：広域の地方公共団体
区：基礎的な地方公共団体

財政面の見直し

役割分担に応じた財源配分の
原則の法定
都区の財源配分割合の見直し

★

★

◆　都区制度改革の趣旨はすべて実現したの？

   都区制度改革により、関連する様々な法改正も実施されました。
しかし、実際には、都区間の財源関係をめぐって、住民生活にも直結する大きな課題が残
されました。

○

平成12年改革の内容 私たちにとって
とても大切な改革
だったのね

役割分担の見直し

都区の役割分担の原則の法定
　

★

★清掃事業を都から２３区へ移管　など

都：府県事務及び限定的に「市町村事務」
区：都の事務以外の事務全般

など
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   2  未完の都区制度改革

◆　平成12年の改革は、どうして未完なの？

   都区の役割分担の原則が法定され、都が行う「市町村事務」の範囲も規定されました。
にもかかわらず、都が行う個々の「市町村事務」（市町村税の具体的使途）が、消防や上
下水道など一部を除いて、いまだ明確になっていないことから、都区の役割分担と役割分担
に応じた財源配分の確立という、平成12年改革の根幹をなす部分が未整理の状態にありま
す。

○

財源配分の現状

都民税など
　　　約2.2兆円

都市計画税など
　　　約0.3兆円

調整税
　・固定資産税
　・市町村民税法人分
　・特別土地保有税
　　　　　約1.5兆円

特別区民税など
　　　約1.0兆円

都：48％
約0.7兆円

23区：52％
約0.8兆円

役割分担と
財源配分割
合の対応が
未整理

都区財政調整制度

２３区が行う事務

　都の事務以外の事務全般
　　　　　　　　　　　　約1.8兆円

都が行う「市町村事務」

　消防・上下水道など
　　　　　　　　　　　　約1.0兆円

都が行う府県事務

１兆円の使途が不明確

都も２３区も、市町村税と府県税の使途をそれぞれ明確化し、住民
に対する責任の所在を明らかにすべきことは言うまでもありません。
○

◆　他にも、未解決な課題があるの？

約2.2兆円

上のような根本的な課題の他にも、都から２３区へ移管された清掃事業の財源の一部が
引き継がれていないなど、幾つかの大きな課題が未整理です。

また、役割分担に応じた財源配分が、都区の間で適切になされな
ければ、責任ある事業運営や住民サービスにも支障をきたしかねま
せん。

○

   これらの課題が解決されない限り、平成12年改革はいまだ未完と言えます。
　

○

○

市町村財源府県財源

何に使われ
ているんだ
ろう？
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　3  残された５つの課題

◆　平成12年改革で残された課題は、どのようなものなの？

小中学校改築
需要急増への
対応

清掃関連経費
の取扱い

役割分担を踏
まえた財源配
分のあり方

１７年度までに大きな制度
改正等やどうしても対応で
きない事態が発生した場
合の配分割合の変更

制度改正等

に対応する配

分割合変更

都市計画交付
金のあり方

都区の「市町村事務」の役割分担
を踏まえた財源配分のあり方

１２年度の清掃事業移管
時に区の財源配分に反映
させなかった清掃関連経
費（都債の償還経費など）
の取扱い

間近に迫る小中学校改築需
要の急増期に対応する財源
措置

都市計画交付金について、都区双

方の都市計画事業の実施状況に見

合った都市計画税の配分

主要５課題
の

検討事項

「役割分担を踏まえた財源配分のあり方」をはじめとして、５つ
の課題（＝「主要５課題」）が、平成12年には整理できなかったも
のとして積み残されました。
　

○

これらの５課題について、平成17年度までに都区双方が誠意
を持って協議することを、都知事と23区長会の代表者が都区協
議会（平成12年2月10日）で確認しています。
　

○

宿
題
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   4  法に沿った役割分担と財源配分の整理

◆　法律では、役割分担と財源配分はどのようになっているの？

地方自治法は、住民に身近な事務は２３区が優先して幅広く担い、都
は、府県事務の他、通常は市町村の役割とされている事務の一部を行う
ことを明確にしています。

○

◆　都の「市町村事務」はどのように整理すればいいの？

地方自治法の規定に沿って、都の事務を分類し、都が担う
べき「市町村事務」の範囲を明確化する必要があります。この
ことによって、府県事務と「市町村事務」の範囲が明らかにな
り、府県税・市町村税それぞれの使途もはっきりします。

○

○

法令上都道府県
の事務

法令上市町村の
事務

都道府県と市町
村の両方が行え
る事務

消防・上下水道
　　　　　　など

公園・住宅など警察
都道府県道など

都が行っている事務

都道府県税を使っ
て行う「府県事務」

市町村税を使って
行う「市町村事務」

この都が行う「市町村事務」を明確化し、市町村税の都
区間配分を決めるのが基本原則です。
★

都区

法令により
都が特例的
に行っている
事務です

政令指定都市が
特例的に行って
いる事務は、法
令上、ここに含
まれます

きちんと
整理整頓

○ この都が行う「市町村事務」について、地方自治法は、「一般的に市町
村が行う事務」の範囲で、かつ、「都が一体的に処理することが必要と認
められるもの」に限定しています。

○ 市町村事務の財源には市町村税、府県事務の財源には府県税が充
てられます。東京２３区の区域では、都が「市町村事務」の一部を行って
いることから、その分担に応じて市町村税の都区間配分を決めるのが、
地方自治法で定めた制度の趣旨です。

◆　法律があるのに、なぜ都の「市町村事務」は明確化できないの？

都が行う「市町村事務」の範囲は法律上限定されていますが、都が現に行っている事務
のうち、具体的にどの事務が市町村税を充てられる「市町村事務」であるかは、都区の間で
見解が分かれ、整理ができていない状況にあります。

○

例えば、都が行っている国道や都道府県道の管理などは、
法令により都道府県の役割とされているものですから、市町村
税を充てられる「市町村事務」の範囲には含まれず、府県事務
に分類することになります。
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◆　財源配分は、今後どうなるの？

都と２３区の現行配分割合（調整税の配分：都48％、区52％）を18年度に見直すため、現
在都区間で協議を行っています。
○

○ 18年度の配分割合は、法の趣旨に従って都区の役割分担に応じた財源配分にしていく必
要があります。
また、その他にも配分割合に反映すべき要素があり、２３区の側の配分率を適切に高め
ることが求められます。

～11年度 12年度 18年度

都56％　区44％ 都48％　区52％ 適正な配分割合

都区制度改革
　
主要５課題を
都区で確認

従前の配分割合を基本
に、制度変更などに伴う
変動を加味して配分割
合を決定

《配分割合に反映すべき要素》
①　都区の役割分担の整理
②　12年度に配分割合に反映されなかったもの
　 ・清掃関連経費、小中学校改築需要対応経費  等
③　12年度以降の変動要素（役割分担の大幅な変更
   及び大規模な税財政制度の改正等）
　 ・都から区への事務移管（児童扶養手当事務等）
　 ・三位一体改革の影響　等

◆　12年度以降も事務移管はあったのに

都区間の配分割合は、役割分担の大幅な変更や大規模な税財政
制度の改正などがあったときは変更するというのがルールです。
また、大きな制度変更等があれば、配分割合見直しの協議を行うこ
とは、都区で確認した「５つの課題」の一つにもなっています。

○

○ 12年度以降、児童扶養手当事務が都から２３区へ移管されるなど、地
方分権改革に伴って、年々２３区の役割と責任は増えています。
しかし、配分割合変更の必要性については、都区で意見が分かれ、こ
れまでは見直しが行われていません。

２３区が、基礎自治体として今後ますます多くの仕事を担い、住民に対
する責任を果たしていくためには、都区間の配分割合変更ルールを適正
に運用していくことが求められます。

○

なぜ配分割合は変わっていないの？

私たちの生活
にも関係する
問題なのね
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２３区に移った財源
１，２８７億円

都に残された財源
　７４５億円

移管

未移管

都が負担する清掃関連経費の推移（15年度以降は見込み）
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億円
都債の償還経費

派遣職員退職手当

地元還元施設経費

派遣職員人件費等の一部
都に残された財源（=７４５億円）のライン

清掃事業の特例的対応期間

都が負担する経費は
急激に縮小

清掃事業経費

２，０３２億円

　 平成12年の都区制度改革によって、清掃事業は２３区の事務になりました。
しかし、清掃事業を円滑に２３区へ移管するため、平成17年度までの特例期間

中、都に清掃関連事業の一部とその財源が残されました。

○４つの事務

①都が清掃工場建設のために発行した都債の償還経費
②清掃工場周辺の環境整備に伴う地元還元施設経費
③都が派遣する職員の退職手当
④都が派遣する職員の人件費等の一部 ４つの事務

の財源は

都が負担する経費は年々少なくなるので、都には
７４５億円もの財源は必要なくなります。

この財源は、今後２３区が行う清掃工場の建て替
えや灰溶融施設等の整備、環境に配慮したリサイク
ル事業をはじめ、区民サービスをより一層向上させ
るための事業に、振り替えることが必要です。

   ５　移管された清掃事業の円滑な推進

○

○

○
○

○○区

◆　引き継がれなかった財源はどうなるの？

◆  都に残された仕事と財源は何？

◆  事業と一緒に、財源も２３区に移ったの？

２３区の清掃の仕
事がくらしを支え
ているんだね！
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   ６  安全でより良い教育環境の整備

◆　小中学校の建て替えは適切に進められるの？

改築が必要となる校舎などの急増に、現実的に対応できる財源措置が必要です。
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億円

改築等需要見込み額

37年度までの平年度化

現行算定額

280億円

1,125億円

845億円の上積みが必要

築後50年を超え
る小中学校が
急増

およそ900校
（現有校の約７割）

改築のために、現在
措置されている金額

15年度の財源措置額

 将来の社会を担う子どもたちの安全で快適な教育環境を保持し、教育内容の多様化に対
応していくためには、適切に校舎などを改築する必要があります。

 校舎などの耐用年数は５０年間と言われ、今後２０年間で改築時期を迎える小中学校は
９００校を数えます。すべてを改築するには、１校あたりの経費が平均３０億円として、年間
平均１千百億円以上かかります。現在の措置金額２８０億円では、およそ１４０校しか改築で
きず、残りの７６０校は校舎の耐用年数を超えたままの状況になります。

○

○

○

安心して楽しく
勉強したいね！

建て替えが必要じゃない
かしら？

37年度まで必要となる
年間平均の改築経費

今後の小中学校改築経費（概算）

しかし、現在、２３区の需要として措置されている金額は、工事費や起債償還経費などが
実際よりも極端に低く見積もられているため、年間２８０億円に過ぎません。
○
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   ７  23区の実績に応じたまちづくり財源の確保

◆　２３区の都市計画事業の財源は、十分なの？

都と23区の都市計画費等の推移
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5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

0

500

1,000

1,500

2,000

都市計画税
1,898億円

23区の事業へ
133億円

都の事業へ
1,765億円

億円

億円

都の都市計画費

23区の都市計画費

都市計画税の使われ方
（平成15年度）

年度

都市計画税

都市計画交付金

2,143

6,432

625

1,428 1,898

133

1,913

100

２３区の都市計画事業の財源は、本来は市町村目的税で
ある都市計画税が都税とされているため、都市計画交付金と
いうしくみにより、毎年都から交付されています。

しかし、都と２３区の事業実績の割合が概ね８０対２０であ
るのに対し、都市計画交付金（17年度予算160億円）は、都の
都市計画税収入（同1,914億円）の８％程度にすぎず、実績に
見合ったものになっていません。

都市計画交付金を、２３区の都市計画事業の事業実績に
見合う４００億円規模まで増額することが必要です。

○

○

○

僕たちがお散歩する
公園も２３区がつ
くったんだよ

都市計画事業は、快適で魅力あるまちづくりのための基盤
整備事業です。東京２３区の区域では、都と２３区が分担して
行っています。

○
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   ８  大都市東京のより良いくらしの実現に向け
て

都区が役割に応じた責任ある事業運営ができる

平成12年の改革は、住民サービスの向上と首都東京の発展をめざしたもので

す。改革で残された課題を解決することは、単に都区間の財源関係の整理という

目的に止まらず、大都市東京における豊かな地域社会実現のために不可欠とな

るものです。

効果１

効果２

効果３

効果４

税金の使途が明確になる

住民の意向に沿った行政運営を実現しやすくなる

効果５ 大都市東京の発展に向けたパートナーシップが確立できる

都と２３区の役割分担に応じて安定した財源配分を確立することで、２３

区は基礎自治体として、都は広域自治体として、それぞれ責任ある事業運

営を進められるようになります。

○

納税者である２３区の住民に対し、府県税・市町村税それぞれの使途が

明らかになり、都区の行政責任が明確化します。

○

都区の役割と責任を明確化することで、分権改革を推進するための土

台が整い、より住民の意向に沿った行政運営ができるようになります。

○

都区の役割や財源関係が整理され、合意形成のルールなどが整備され

れば、今後の社会情勢や住民ニーズの変化を踏まえて大都市東京の課

題に対応する、都区の真のパートナーシップが確立できます。

２３区が基礎自治体として責任を果たす基盤が整う

○

○

清掃事業の円滑な実施や教育環境の整備、地域に根ざしたまちづくりな

ど、２３区が基礎自治体として住民に対する責任を果たしていくために必要

な財政基盤が整います。

「５つの課題」の解決によりもたらされる効果
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練馬区

中野区

世田谷区

大田区

渋谷区

目黒区

港区

品川区

新宿区杉並区

豊島区

千代田区

中央区

文京区 台東区

江東区

墨田区

江戸川区

葛飾区

足立区

北区

板橋区

荒川区

　　 未完の都区制度改革の解決をめざして
　　 ～平成12年改革で残された５つの課題～
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